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 下水道の沿革 

昭和８年２月 高松排水区（当時の中部処理区の一部）462.lhaについて、下水道築造認可を得て下水道

事業に着手 

30 年11 月 第１期拡張計画として、整備済の東部・西部各排水区のほかに、福岡・洲端・南部・西

浜新町各排水区あわせて882.8haについて下水道計画を策定 

35年３月 処理場の位置・構造・幹線ルート及び処理区域の変更を行い、全体計画区域を921.5ha

に変更 

40 年４月 高松市初の処理場である福岡下水処理場の運転開始 

46 年10 月 新都市計画法により、市街化区域及び市街化調整区域決定 

49 年５月 備讃瀬戸海域の水質汚濁に係る環境基準施行 

高松市の市街化区域全体4,450haを中部・東部・西部処理区に分け、高松市公共下水道事

業の全体計画策定 

50年12月 第２期拡張計画として、東部処理区1,538haと中部処理区976haをあわせた2,514haについ

て事業認可を得て、東部処理区の下水道事業に着手 

54 年８月 香川県が高松地区水域流域別下水道整備総合計画（流総計画）策定 

55 年８月 流総計画による処理区変更のため、都市計画下水道を変更 

10 月 中部処理区の一部（朝日町）を追加し、事業認可区域を2,687.5haに変更 

57 年11 月 東部下水処理場日量５万 の処理施設の運転開始 

59 年10 月 既存埋立地５haを追加し、事業認可区域を2,692.5haに変更 

62 年３月 中部処理区の一部（朝日町地先）23haを追加し、都市計画決定区域を4,478haに、事業認

可区域を2,715.5haに変更 

平成元年２月 

 

東部処理区の一部（太田第２土地区画整理区域の一部245ha、東山崎町ほか２町の一部

83.9ha）328.9haを追加し、都市計画決定区域を4,723haに、事業認可区域を3,044.4haに

変更 

４年２月 東部処理区の一部（旧高松空港跡地）32haを追加し、都市計画決定区域を4,755haに、 

事業認可区域を3,076.4haに変更 

５年５月・９月 香東川流域下水道の事業認可に伴い、都市計画決定区域を4,765ha、事業認可区域を中

部処理区861.6ha、東部処理区1,898.4ha、西部処理区899.0ha、合計3,659.0haに変更し

西部処理区の下水道事業に着手 

８年10月・９年１月 東部処理区の一部（三条町ほか９町の一部479.6ha）及び西部処理区・中部処理区の新

規埋立地を追加し、都市計画決定区域を4,786.4ha、事業認可区域を中部処理区863.2ha、

東部処理区2,378.0ha、西部処理区918.8ha、合計4,160.0haに変更 

13年１月 単独公共、流域関連とも一部変更（再生水利用下水道事業区域の拡大等） 

８月 流域下水道・香東川浄化センターの一部運転開始 

９月 流域下水道・香東川浄化センターの一部運転開始に伴い、福岡下水処理場の処理機能を

停止 

11 月 福岡下水処理場の廃止、福岡ポンプ場への位置づけ等の都市計画決定 

14 年１月 福岡下水処理場の廃止、福岡ポンプ場及び中部バイパス第１幹線を追加する等、単独公

共、流域関連とも事業計画を一部変更 

11月 単独公共について事業計画を一部変更（東山崎第１幹線ルート） 

16年６月 単独公共について、全体計画・フレーム等の変更 

流域関連について、全体計画・フレーム等の変更、本市南西部地区581.4haの区域拡大 

17年４月 流域関連について幹線ルートの一部変更 

９月 塩江町（事業計画面積49.9ha）と合併 

12月 単独公共、流域関連とも一部変更（幹線、ポンプ能力の変更、排水区域の変更） 

福岡ポンプ場に放流管を追加、合流式下水道緊急改善計画を追加 

18年１月 国分寺町、香川町、香南町、庵治町及び牟礼町（事業計画面積1,623.3ha）と合併 

２月 合併に伴う都市計画名称変更の都市計画決定（牟礼町、国分寺町、香川町） 

19年３月 単独公共、流域関連とも全体計画・フレーム等の変更 

 高松西部処理区の一部（南部広域クリーンセンター）10haの区域拡大 

20年８月 単独公共について、中部バイパス第２幹線、中部バイパス第３幹線の追加及び福岡ポン
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平成23年４月 

24年３月 

24年４月 

 

25年12月 

 

26年７月 

 

27年７月 

28年４月 

 

29年４月 

30年４月 

プ場、牟礼雨水ポンプ場のポンプ能力変更 

流域関連について、高松西部処理区の一部（香川地区）145.1haの区域拡大 

高松市上下水道局発足 

単独公共について、屋島第４排水区、東部第３・第４排水区、鶴尾第１排水区の見直し 

上下水道局発足に伴う機構改革により、下水道施設課水質検査係を浄水課水質管理セン

ターに統合 

単独公共について、汚水処理施設共同整備事業（ＭＩＣＳ）の追加、屋島西ポンプ場の

敷地面積の変更、合流式下水道緊急改善計画の変更 

流域関連について、西部バイパス幹線及び日新ポンプ場の追加 

円座第２・第３処理分区の見直し 

汚水処理施設共同整備事業（ＭＩＣＳ）の変更 

香東川流域下水道の移管に伴い、流域関連について、単独公共へ編入 

牟礼浄化苑の区域の一部廃止 

汚水処理施設共同事業（ＭＩＣＳ）について、東部下水処理場でし尿等の受け入れ開始 

水道事業の広域化に伴う上下水道部門の分離により、高松市都市整備局に編入 

地方公営企業法の一部適用（財務規定等） 

 公共下水道の計画概要 

処 理 区 名 

全  体  計  画  区  域 事 業 計 画 区 域 

都市計画決定

区域 (ha) 

計画区域 

(ha) 

計 

(ha) 

計 画 人 口 

(人) 

事 業 計 画 

区 域 ( h a ) 

計 画 人 口 

(人) 

東 部 処 理 区 3,241.2 107.0 3,348.2 166,680 3,241.2 164,230 

西 （旧高松市） 1,545.2 579.0 2,124.2 84,620 1,500.2 75,520 

部 （旧塩江町）  72.7 72.7 1,510 59.9 1,300 

処 （旧国分寺町） 384.0 32.0 416.0 14,600 350.0 11,830 

理 （旧香川町） 451.0 28.0 479.0 15,500 403.3 14,350 

区 （旧香南町）  320.0 320.0 5,200 253.0 4,880 

庵 治 処 理 区  320.0 320.0 5,500 145.5 4,740 

牟 礼 処 理 区 540.0 276.4 816.4 19,200 616.6 16,570 

合 計 6,161.4 1,735.1 7,896.5 312,810 6,569.7 293,420 

 下水終末処理場 

  ア 東部下水処理場 

    認可年月日  昭和50 年12 月15 日       起   工  50 年度 

東部処理区については、東部下水処理場で昭和57年11月から日量５万 の処理を開始した。平成４年

度及び17年度に処理能力を増設し、現在は日量８万3,330 の処理能力を有している。 

  イ 牟礼浄化苑 

    認可年月日  昭和46年11月25日      起   工  49年度 

牟礼処理区については、牟礼浄化苑で昭和54年10月から日量8,500 の処理を開始した。平成11年度

に処理能力を増設し、現在は日量１万1,200 の処理能力を有している。 

ウ 庵治浄化センター 

    認可年月日  平成３年１月21日       起   工  ７年度 

庵治処理区については、庵治浄化センターで平成12年１月から日量1,750 の処理を開始した。 
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  エ 香東川浄化センター 

認可年月日  平成５年７月21日       起   工  ８年度  

西部処理区については、香東川浄化センターで平成13年8月から日量４万 の処理を開始した。22年度

に処理能力を増設し、現在は日量４万7,600 の処理能力を有している。 

当初は、香川県が香川県流域下水道の処理施設として整備し、運転を行っていたが、28年４月に高松 

市へ移管され、公共下水道の処理施設として運転している。 

オ 施設の概要 

施 設 名 位 置 

敷 地 

面 積 

( h a ) 

処 理 

方 法 

処理能力（事業計画） 

摘   要 

平成30年度 

処 理 実 績 

晴天時日 

最大( ) 

計画処理 

人口(人) 
年間( ) 

東部下水 

処 理 場 

屋島西町 

2 3 6 6 - 6 
14.37 

標  準 

活  性 

汚 泥 法 

126,500 164,230 

・流入下水の予定水質 

BOD170mg/L 

T-N 30mg/ L 

T-P3.0mg/ L 

・計画放流水質 

BOD 15mg/ L 

24,927,300 

牟   礼 

浄 化 苑 

牟 礼 町 

牟 礼 

2 6 3 3 - 3 

3.35 

標  準 

活  性 

汚 泥 法 

11,200 16,570 

・流入下水の予定水質 

BOD180mg/ L 

T-N 34mg/ L 

T-P4.1mg/ L 

・計画放流水質 

BOD 15mg/ L 

1,986,165 

庵治浄化 

センター 

庵 治 町 

6 3 9 2 - 6 
0.69 

オ キ シ 

デーション 

ディッチ法 

2,420 4,740 

・流入下水の予定水質 

        BOD210mg/ L 

・放流水の予定水質 

        BOD 15mg/ L 

193,697 

 

香 東 川 

浄化セン 

タ ー 

 

香西本町 

762 
17.60 

標  準 

活  性 

汚 泥 法 

78,700 107,880 

・流入下水の予定水質 

BOD220mg/ L 

S S180mg/ L 

・計画放流水質 

BOD 15mg/ L 

11,097,235 

（注）ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量、Ｔ－Ｎ：全窒素、Ｔ－Ｐ：全燐、ＳＳ：浮遊物質 

 公共下水道施設整備事業施行状況                       （単位：百万円） 

年   度 管   き   ょ 終 末 処 理 場 

26 2,307.6 895.0 

27 2,847.1 1,603.9 

28 2,897.6 353.6 

29 2,368.2 1,401.8 

30 2,150.5 251.6 

※ 平成28年度から、香東川流域下水道を高松市公共下水道に編入したため、流域下水道負担金について削

除した。 
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 下水道普及状況及び接続状況                                  （31.４.１現在） 

市 町 名 

（ 合 併 前 ） 

行政区域 

面積(ha) 

計画処理 

面積(ha) 

現在処理 

面積(ha) 

整備率 

現在処理 

面 積 
/ 

計画処理 

面 積 

高  松  市 19,482 4,741.4 4,036.5 85.1% 

塩  江  町 8,010    59.9   56.1  93.7% 

国 分 寺 町 2,625   350.0 310.2 88.6% 

香  川  町 2,733   403.3 286.0 70.9% 

香  南  町 1,472   253.0  218.1  86.2% 

庵  治  町 1,583   145.5 117.7 80.9% 

牟  礼  町 1,648     616.6 462.2  75.0% 

合    計 37,553 6,569.7 5,486.8 83.5% 

 （31.４.１現在） 

市 町 名 

（ 合 併 前 ） 

行政区域 

 人口(人)  

事業計画処 

理人口(人) 

現在処理 

 人口(人) 

下水道普及率 

現在処理 

人 口 
/ 

行政区域 

人 口 

高  松  市 345,146  239,750 220,152 63.8% 

塩  江  町 2,569 1,300 916 35.7% 

国 分 寺 町 25,037 11,830 12,629 50.4% 

香  川  町 23,390 14,350 12,619 54.0% 

香  南  町 7,360 4,880 4,458 60.6% 

庵  治  町 5,037 4,740 3,598 71.4% 

牟  礼  町 17,410 16,570 16,143 92.7% 

合    計 425,949  293,420 270,515 63.5% 

                             （31.３.31現在） 

処理区域内戸数 水洗化戸数 
水 洗 化 戸 数        

処理区域内人口 水洗化人口 
水 洗 化 人 口        

処理区域内戸数 処理区域内人口 

   131,671戸  120,748戸      91.7%   270,515人  248,055人     91.7% 

 浸水対策の推進 

下水道計画区域内において、浸水被害の軽減・解消を目的に、雨水幹線やポンプ場の整備を計画的に進

めている。 

特に、中心市街地においては、平成16年の台風23号などによる甚大な浸水被災を踏まえ、18年に「中心

市街地浸水対策計画」を策定し、東部地区を先行して雨水バイパス幹線の整備やポンプ施設の増強を進め、

28年度からは、西部地区において雨水バイパス幹線の整備を進めている。 

 下水道施設の耐震化対策の推進 

緊急輸送路や軌道下に埋設された管路施設など、重要な下水道施設の耐震化を図ることを目的に、平成

28年度に「総合地震対策計画」を策定し、耐震機能が不足する管路施設などの耐震化対策を進めている。 

 下水道施設の長寿命化対策の推進 

道路陥没事故の未然防止及び下水道施設の改築等に伴うライフサイクルコストの最小化を図るために、

平成22年度から長寿命化計画策定に向けた調査を開始し、管路施設については、25年度に西部、西宝町処

理分区、26年度に東部、福岡、南部処理分区の長寿命化計画を策定し、27年度から同計画に基づき順次工

事を実施している。処理場及びポンプ場施設については、25年度に東部下水処理場、牟礼浄化苑、庵治浄

化センター、28年度に香東川浄化センターなどの長寿命化計画を策定し、同計画に基づき順次工事を実施

している。 
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これら施設別の長寿命化計画については、施設全体の中長期的な施設の状態を予測しながら、維持管理

及び改築を一体的に捉えて計画的・効率的に管理するため、29年度に下水道ストックマネジメント計画へ

統合・移行し、30年度以降、下水道施設全体の長寿命化対策について優先順位の高いものから、順次整備

を行っている。 

 下水道使用料 

昭和39 年10 月、高松市下水道条例の全部改正により、40 年度から公共下水道の排水区域全域を対象とし

て、下水道使用料の徴収を実施している。近年の改定状況としては、平成22年６月に改定（平均改定率

14.8％）を行い、26年４月には消費税率の引上げに伴い、現行の使用料へ改定した。 

 

区   分 汚 水 排 除 量 （ １カ月 に つ き ） 金   額 （税抜） 

一   般 

   8 まで 

   8 を超え  13 まで  １ につき 

   13  〃   20  〃      〃 

  20  〃   50  〃      〃 

  50  〃   500  〃     〃 

 500 を超えるもの        〃 

929円 

109円 

115円 

161円 

201円 

235円 

湯 屋 業         １ につき  35円 

（注） 上記の表で算出した額に、消費税及び地方消費税の額を加えた金額（１円未満は切り捨て）が下水道

使用料となる。 

 下水道事業受益者負担金及び分担金 

都市計画法に基づく受益者負担金及び地方自治法に基づく分担金を徴収し、公共下水道事業に要する費

用の一部に充て、事業の促進を図る。 

   根 拠 条 例   高松市下水道事業受益者負担に関する条例（昭和51年６月17日条例第26号） 

   単位負担金額   １㎡当たり  150円 

   徴 収 方 法   ５年間分割払（年２回納付）または一括払 

 各種助成制度等  

ア 水洗便所改造資金貸付事業 

公共下水道への接続を促進するため、下水道処理区域内において、既設のくみ取り便所を水洗便所に

改造する者に対し、昭和41 年６月から水洗便所改造資金の貸し付けを行い、62 年４月からは、既設の浄

化槽を廃止して公共下水道に接続する者にも貸し付けを行っている。 

改造資金貸付額は、くみ取り便所の場合は１戸につき40 万円以内、浄化槽の場合は１槽につき20 万

円以内、いずれも無利子で支払方法は１カ月当たり１万円の均等分割払 

改造資金貸付状況                                                                   （単位：件） 

年度 

区分 
26 27 28 29 30 

貸     付 5 5 9 5 0 

イ 雨水利用施設整備事業 

 浄化槽の雨水貯留施設改造助成金 

高松市公共下水道を使用することにより、不要となった浄化槽を雨水貯留浸透施設に転用するため

の改造の工事をみずから負担して行う者に対して、改造工事に要した額の10分の８（限度額12万円）

を助成する事業で、平成９年度に創設した。 
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助成件数状況 

 年度 

区分 
25以前 26 27 28 29 30 累計 

助     成 682 40 16 12 7 2 759 

 雨水浸透施設設置費助成金 

  個人・法人が自己の土地に雨水浸透施設（雨水浸透ます、雨水浸透トレンチ）を設置の際、その費

用の一部を助成する事業で、平成15年度に創設した。 

 年度 

区分 
25以前 26 27 28 29 30 累計 

助     成 4 0 1 0 0 0 5 

 雨水利用促進助成金 

ａ 対象者 市内の自己の管理する土地または建物において、雨水の貯留及び活用のための施設・設

備を整備する個人及び事業所（公共団体を除く） 

ｂ 雨水貯留施設の区分と助成額 

 小規模施設  ・貯水容量0.1 以上１ 未満の雨水貯留施設（市販の製品）を購入、設置した

場合 

           ・雨水貯留施設本体費用の10分の８を補助（千円未満の端数切り捨て） 

              ・助成金額は４万円を限度とする。 

 中・大規模施設 ・貯水容量１ 以上の貯水槽を設置または整備した場合 

              ・利用のための設備（配管・ポンプ等）整備を条件とする。 

              ・有効貯水容量１ 当たり４万円、または整備工事に要した設置費用の３分の２ 

のいずれか少ない額を助成する。 

               ・助成金額は100万円を限度とする。 

 実施時期    平成９年４月１日から 

 助成実績     

 年度 

区分 
25以前 26 27 28 29 30 累計 

小規模施設 893 38 47 40 27 30 1,075 

中・大規模施設 114 0 2 1 0 1 118 

ウ 合併処理浄化槽設置整備事業 

高松市生活排水対策推進計画の一環として、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、

雑排水（台所・風呂・洗濯等の排水）とし尿をあわせて処理できる合併処理浄化槽に、単独浄化槽及び

くみ取り便所から転換する者に設置費用の一部を補助している。 

なお、平成30年度までは、合併処理浄化槽への転換及び下水道事業計画区域外の新設に対する補助を

行っていたが、単独浄化槽やくみ取り便所からの転換を重点化する国の方針に基づき、本市においても、

31年度から新設に対する補助を全て廃止した上で、配管に要する費用の上限額を引き上げるなど、補助

制度の見直しを行い、さらなる転換促進を図る。 

    対象となる地域 

  原則として公共下水道事業計画区域以外の区域（公共下水道事業計画区域内でも下水道の整備が困

難な箇所を含む。） 
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    対象浄化槽 

  浄化槽法の構造基準に適合し、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）除去率90％以上、放流水のＢＯＤ

が20mg/L以下で合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針（平成４年10月30日付）が適用さ

れるものについては、同指針に適合するもの 

    補助対象者 

  自己の専用住宅（主に居住の用に供する建物で小規模店舗を併設した住宅を含む。）及び共同住宅等

の単独浄化槽、くみ取り便所を自主的に転換する者を対象とする。 

なお、単独浄化槽からの転換の場合は、撤去及び配管に要する費用として、それぞれ９万円、30万

円を限度として補助する。 

 補助金額                                  （単位：円） 

      区分 

人槽 
補助限度額(くみ取り転換)  

補助限度額（単独転換） 

浄化槽の設置に要する費用 
既存単独浄化槽の 

撤去に要する費用 
配管に要する費用 

５人槽 332,000 332,000 

90,000 300,000 

６～７人槽 414,000 414,000 

８～10人槽 548,000 548,000 

11～20人槽 939,000 939,000 

21～30人槽 1,472,000 1,472,000 

31～50人槽 2,037,000 2,037,000 

※平成３１年度から配管に要する費用の上限額を引き上げ。 

 補助状況                                （単位：基、千円） 

年度 
 

人槽 

26 27 28 29 30 

基数 補助金額 基数 補助金額 基数 補助金額 基数 補助金額 基数 補助金額 

５ 849 197,042 640 130,310 733 139,274 793 150,562 711 140,104 

６～７ 279 99,360 223 73,071 248 80,523 230 81,351 200 69,759 

８～10 24 11,234 15 7,124 21 8,220 13 4,658 21 9,042 

11～20 1 939 9 7,513 2 1,878 2 1,878 3 2,817 

21～30 0 0 1 1,472 4 5,888 0 0 0 0 

31～50 0 0 0 0 1 2,037 1 2,037 0 0 

計 1,153 308,575 888 219,490 1,009 237,820 1,039 240,486 935 221,722 

（注）ただし、撤去・配管費等補助金額を除く。 

 再生水利用下水道事業  

旧高松市では、下水処理水の有効利用を図るため、昭和62 年度から下水処理水循環利用モデル事業とし

て、福岡下水処理場（現在の福岡ポンプ場）に再生処理施設（日量500 ）を建設し、平成６年４月から周

辺公共施設等へ雑用水の供給を行ってきた。 

また、６年の大渇水を契機に、節水型都市づくりを推進するため、８年度に再生水利用下水道事業とし

て国の事業認証を受け、東部下水処理場における再生処理施設（日量1,400 ）の建設及びサンポート高松

への再生水管の整備を進め、13 年４月に東部下水処理場の再生処理施設から再生水の供給を既供給施設も

含めて開始した。 

一方、旧牟礼町では、４年度に国の指定を受け事業に着手し、６年４月に牟礼浄化苑から日量2,100 の

供給を開始した。 
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ア 供給施設（31年３月末現在64施設） 

・福岡ポンプ場周辺施設（高松市総合体育館、高松競輪場等 ９施設） 

・サンポート高松内（ＪＲ高松駅、ＪＲホテルクレメント高松、シンボルタワー等 26施設） 

・中心市街地（高松三越、高松北警察署、新番丁小学校、丸亀町グリーン等 23施設） 

・牟礼町（高松北高等学校、国交省四国整備局四国技術事務所等 ６施設） 

イ 下水処理水再生処理施設フローシート（東部下水処理場） 

 

 

 汚水処理施設共同事業（ＭＩＣＳ） 

衛生処理センターにて処理されていたし尿等の処理について、施設の効率化を目的に東部下水処理場に

て共同処理を行うため、平成29年４月から供用を開始した。 

 ＜30年度実績＞ 

・し尿等受入量 71,554㎥ 

 下水道事業における再生可能エネルギーの有効利用 

東部下水処理場では、資源・エネルギーの有効利用及び健全で持続可能な企業経営を図るため、下水汚

泥の処理過程で発生する消化ガス（バイオマス）を燃料とする発電設備を平成27年度に供用開始した。ま

た、災害時の非常用電源とするため、同じく東部下水処理場において27年度に太陽光発電設備の供用を開

始した。 

ア バイオマス発電設備              イ 太陽光発電設備 

    ・発電容量 500kW                        ・発電容量 100kW 

＜30年度実績＞ 

・売電量 2,087,799kWh    

・売電額 81,424,161円（税抜） 

 

 浄化槽の適正な維持管理指導 

ア 市内における浄化槽設置基数の推移                        （単位：基） 

  年度 

区分 
26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末 

単  独 34,235 32,215 31,658 30,542 30,111 

合  併 23,924 25,095 26,326 27,554 28,765 

計 58,159 57,310 57,984 58,096 58,876 

イ 浄化槽対策 

本市は、平成11 年４月に中核市に移行したことに伴い、香川県より浄化槽保守点検業者の登録等に関

する事務や浄化槽の維持管理指導に関する事務が移譲されたことから、浄化槽放流水の水質向上を図る

ため、条例や要綱の制定を初め、各種施策を行っている。 

 高松市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例（10 年11 月20 日制定） 

浄化槽の保守点検業者の登録に関して必要な事項を定めている。 

（31年３月31 日現在の高松市登録浄化槽保守点検業者数＝74業者） 

 高松市浄化槽の設置及び管理に関する要綱（30年４月１日制定） 

本市は浄化槽法と、この要綱に基づき、浄化槽の設置や管理について指導を行っている。 

 浄化槽維持管理強化指導業務委託契約 

公益社団法人香川県浄化槽協会に主に次の業務を委託し、業務内容によっては市職員も同行し、浄

２次処理水（標準活性汚泥法） 生物膜ろ過 オゾン酸化 塩素消毒 再生水 
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化槽の維持管理指導を行っている。※（ ）内は30年度の実施結果 

ａ 浄化槽法第７条及び第11 条に規定する水質検査の受検指導（18,263戸） 

ｂ 法定検査結果不適正施設に対する保守点検・清掃並びに使用に関する技術指導（立入指導：182

戸（市職員が同行）・文書による指導：774件（本市において実施）） 

ｃ 浄化槽設置者に対する講習会  浄化槽教室の開催（４回・市職員を講師として派遣） 

 浄化槽法第７条及び第11 条に規定する水質検査の実施状況（30年度） 

 実施基数 不適割合(％) 不適内容内訳（上位３位、単位：％） 

７条検査 1,205 3.9 
①消毒なし 

(93.6） 

②管理なし 

(72.3） 

③BOD基準値ｵｰﾊﾞｰ 

（17.0） 

11 条検査 25,070 2.9 
①消毒なし 

(86.5) 

②管理なし 

(32.0) 

③BOD基準値ｵｰﾊﾞｰ 

(27.8) 

※表中不適とあるのは、水質検査において不適正と判定されたもの。 

※不適内容内訳については、１つの施設で指摘事項が複数ある場合があるので、内訳の合計が100%を超え

ている。 

 高松市生活排水対策推進計画の概要 

本市を流れる河川は、流域に高松市街地を含み、人口が集中していることなどから、生活排水の影響が

大きく、水質環境基準が達成されていない流域が多かったため、平成４年７月に香川県から旧高松市ほか

６町が高松地区生活排水対策重点地域に指定された。これに伴い、市域のうち公共下水道処理区域を除く

地域を対象に24 年度を目標年次とした高松市生活排水対策推進計画を策定した。 

この計画では「“かの川”をみんなの力でとりもどそう。」をスローガンに「安全でおいしい水の確保・

ホタルが舞い、魚が棲む清流の復活・市民の憩える水辺の創造」を目標イメージとし、この実現に向けて

生活排水処理施設の整備と啓発活動等を柱とした基本方針を定め、13 年３月、より実現性のある計画に見

直し総合的に進めることを目的として新・高松市生活排水対策推進計画を策定した。 

しかしながら、16年５月の線引きの廃止、17年度の周辺６町との合併等により、市政を取り巻く状況が

大きく変化したことや、19年10月に香川県が全県域生活排水処理構想の見直しを行ったことから、20年３

月に第３次高松市生活排水対策推進計画を策定した。 

さらに、近年、人口減少・少子・超高齢化時代の到来、地域社会構造の変化など、汚水処理施設整備を

取り巻く環境の変化や、厳しい財政状況を背景に、より実効性のある生活排水対策計画が求められている

ことから、基本的には新たな下水道事業計画区域の拡大は行わず、公共下水道の整備と合併処理浄化槽の

設置促進を効率的に行うことにより、生活排水対策を推進していくことを目的とした、第４次高松市生活

排水対策推進計画を28月３月に策定した。 

 下水道事業への地方公営企業法の一部適用  

平成23年４月の水道部門と下水道部門の統合により、上下水道局を発足させるとともに、下水道事業に

地方公営企業法を全部適用し、官庁会計方式から企業会計方式へ移行した。 

しかし、30年４月から、水道事業の広域化に伴い、上下水道部門を再び分離して事業運営することとな

ったことから、分離後の下水道事業については、上下水道部門の組織統合の最も大きな効果である企業経

営の考え方に基づく事業運営を行うため、地方公営企業法の財務規定等のみを適用し、引き続き、経営成

績や財政状況を明確にした上で、市民に対する説明責任を全うするものである。 
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 決算状況（下水道事業会計）  

ア 収益的収入及び支出（税抜）                           （単位：千円） 

     年度 

区分 
26 27 28 29 30 

収    入 

支    出 

当年度純利益 

10,519,881 

10,421,398 

98,483 

10,420,993 

10,322,508 

98,485 

11,026,011 

11,368,242 

△342,231 

11,019,341 

11,019,341 

0 

10,780,528 

10,780,528 

0 

イ 資本的収入及び支出（税込）                           （単位：千円） 

          年度 

区分 
26 27 28 29 30 

収   入 

支   出 

収支不足額 

6,151,986 

8,432,029 

2,280,043 

7,114,993 

9,966,872 

2,851,879 

11,956,478 

15,757,161 

3,800,683 

6,614,908 

10,036,587 

3,421,679 

4,869,200 

8,738,248 

3,869,048 

（注）資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、損益勘定留保資金等で補塡する。 


